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研究の目的と背景

 2005年頃から先進国の出生率が反転上昇する傾向が見
られた（Goldstein,J.R.2009)。

 「緩少子化」（moderately low fertility）に対する「超少子
化」 “very low fertility”（TFR＜1. 5）の国の動きが注目さ
れる（佐藤200８）。

 2016年には、ドイツのTFR （最低値1996年1.24）は1.59
まで、日本のTFR （最低値2005年1.26）も1.44まで回復
したが、日本は2017年1.43に後退した（図１ ）。

 ここでは日本の出生動向を長期的視点から再度分析し、
この動きが再生産レベル回復に向かう可能性について検
討する。
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図１ 合計出生率の動向:1980-2016 
日本とドイツ

サーモグラフによる観察

 年齢別出生率の推移1949-2016年をサーモグラフ（原2007）
化、戦後から今日まで変化を俯瞰する（図２）。

 戦後の第1次ベビーブームでは15歳から49歳までの幅広い
年齢層で出生率が高まったが、高年齢の出生率から低下
が始まり（産み納め型の出生抑制）、1960年代に入る頃に
は、24歳前後の適齢期を中心に安定化する。

 1974年頃から出生率の分布がより高い年齢にゆっくりとシフ
トし始めるともに出生率のピークが低下し、低年齢と高年齢
の出生率の幅が広がって行く。

 2005年にはピーク出生率を示す年齢幅が最も狭くなり、以
降、再び、広がり始めていることがわかる。
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図２：年齢別出生率の推移1949-2016年

年齢別出生率の時系列変化

 19歳以下：1948年⬇1960年⇨2003年以降⬇
 20-24歳：同年⬇ 1960年⇨ 1974年以降⬇
 25-29歳：同年⬇ 1960年⇗ ⇘2005年 ⇘29歳のみ⇨

 30-34歳：同年⬇ 1960年⇗ ⇘ 1974年以降⇗ 30歳のみ⇨

 35-39歳：同年⬇ 1960年⇗ ⇘ 1974年以降⇗

 40-４４歳：同年⬇ 1960年⇗ ⇘ 1974年以降⇗

 45-４9歳：同年⬇ 1960年⇗ ⇘ 1974年以降⇗

★29歳を境に第1次ベビーブーム世代の1948年出生世代以
降でトレンドが変化している？
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図３ 年齢別出生率15-19歳：1949-2016年

☛ 20歳未満では、2003年以降、再び低下

図４年齢別出生率20-24歳：1949-2016年

☛1975年以降、２０-２４歳は低下傾向にある。
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図５年齢別出生率25-29歳：1949-2016年

☛ 25-29 歳は 2005年に下げ止まる。

図６年齢別出生率30-34歳：1949-2016年

☛ 30-34 歳は1947年出生の第一次ベビーブーマー以降、再上昇
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図７年齢別出生率35-39歳：1949-2016年

☛ 35-39 歳も1947出生の第一次ベビーブーマー以降再上昇

図８年齢別出生率40-44歳：1949-2016年

☛ ４０-４４ 歳も1947出生の第一次ベビーブーマー以降再上昇
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図９年齢別出生率45-49歳：1949-2016年

☛ ４５-４９ 歳も1947出生の第一次ベビーブーマー以降再上昇

1935-1995年出生コーホートの
年齢別出生率

 1945年出生コーホートのピークが26歳0.2５と最も高く、戦
前1935年出生はピークは26歳0.20止まり、1940年出生の
26歳（1966年）は丙午の関係で0.16に落ち込んでいる。

 1950年、55年、60年出生コーホートではピークが26歳から
27歳に移動し低下する。

 65年、70年、75年出生コーホートではピークが28歳から29
歳に移動しさらに0.14から0.12へと低下する。

 80年、85年出生コーホートではピークが30歳まで移動。

 90年出生コーホートは、26歳0.06、95年は21歳0.02で、ま
だピークには達していないが、上昇は遅く低い。

出生コーホートは
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図10年齢別出生率：1935-1995年出生コーホート

☛全体の山が低くなり、ピークが高年齢にシフトしている

出生コーホートは

図11年齢別累積出生率：1935-1995年出生

☛上昇の遅延と上限の低下
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図12 26歳と49歳の累積出生率の相関

☛ 1985出生コーホート⇒累積出生率＝1.27？

出生順位別の期間合計出生率

 第1子：1967年の1.00をピークに2005年の0.62まで低下し、
以降、緩やかに上昇し2016年の0.70まで回復。

 第2子：1967年の0.96をピークに2005年の0.46まで減少し、
以降、緩やかに上昇し2016年の0.52まで回復

 第３子：1973年の0.31をピークに2005年の0.14まで減少し、
以降、緩やかに上昇し2016年の0.18まで回復

 第4子：1960年の0.11から2005年の0.02まで減少し、以降、
緩やかに上昇し2016年の0.04まで回復

 第5子以上： 1960年の0.10から1975年の0.01まで低下、以
降、2016年まで変化なし。



10

図1３出生順位別出生率：1960-2016年

☛2005年を底にすべての順位で上昇

平均初婚年齢と
出生順位別の平均出生年齢

 平均初婚年齢：1970‐72年の24.2歳を底に2014－16年
の29.4歳まで上昇。

 第１子の平均出生年齢：1960年の25.4歳からをピークに
2016年の30.8歳まで上昇。

 第２子の平均出生年齢： 1960年の27.98歳から1976年の
28.14歳を経て2016年の32.04歳まで上昇。

 第３子の平均出生年齢： 1960年の30.12歳から1978年の
30.38歳を経て2016年の33.13歳まで上昇。

 第4子： 1960年の30.28歳から2002年の34.35歳を経て
2016年の33.19歳まで戻る。第5子も近年低下傾向にある。
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図1４出生順位別平均出生年齢と
平均初婚年齢 1960-2016年

☛初婚年齢・順位別平均出生年齢とも上昇傾向にある。

出生コーホート別の
完結出生児数別割合

 無子：1955-1960年出生以降、増加。 1965-1970年出生で有
配偶女性9.9％、全女性23.3％。

 第１子： 1955-1960年出生以降、増加。 1965-1970年出生で
有配偶女性18.2％、全女性13.2％。

 第２子：1942-1947年出生（有配偶57.9％、全女性50.3％) か
ら1965-1970年出生（有配偶51.3％、全女性37.3％) 。

 第３子：19５５-19６０年出生（有配偶29.0％、全女性24.3％) 
から1965-1970年出生（有配偶の18.2％、全女性13.2％) 。

 第４子以上：１９００-19０５年出生（有配偶64.3％、全女性
46.2％) から1965-1970年出生（有配偶2.6％、全女性1.8％)
。
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図1５完結出生児数別割合：既婚女性

☛1955-1960年出生以降、無子と１子の割合が増加している

図1６完結出生児数別割合：全女性

☛1955-1960年出生以降、無子と１子の割合が増加している。
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図1７ 完結出生児数の平均値

☛1965-1970年コーホートでは既婚で1.86、全女性で1.36

図18 29歳以下と30歳以上の合計出生力

☛2005年に29歳以下の減少を30歳以上の増加が上回った。
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パリティ分布からみた最大TFR

 第1子出生率の最大値は生涯未婚と有配偶無子割合により
が制約される。

 第２子出生率の最大値は、平均初婚年齢の上昇にともない
出生可能期間が短縮される分だけ制約される。

 第３子、第４子、第５子、第６子出生率も同様に平均初婚年
齢の上昇にともない出生可能期間が短縮される分だけ制約
される。また、平均出生間隔を２年と仮定すれば順位が高く
なる程、出生可能期間は短縮される。

 モデル計算によれば、2016年の水準（平均初婚年齢29.4歳、
生涯未婚割合15％、有配偶無子割合10％）でTFRの最大値
は1.７８と置換水準の2.08をすでに下回っている。

図19 パリティ分布を考慮した最大TFR

☛平均初婚年齢、生涯未婚率上昇によりTFRの回復は制約される
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まとめ

 出生力の高い年齢の幅がもっとも狭くなったのが2005年で
あり、この時期は29歳未満の出生力の減少傾向と30歳以上
の出生力の増加傾向が交錯し、後者の方が大きくなった時
期である。. 

 30歳以上の出生力の増加は、第一次ベビーブームの先頭
の1947 年出生コーホートが30-34歳に達したあたりから始
まっている。

 家族形成のタイミングの遅れにともない、生涯未婚率や無子
割合の上昇、高順位の出生の減少が起きている。

 このため30歳以上の出生力の増加には限界があり、現状の
ままでは再生産水準への回復は見込めない。
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